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要  約

Ⅰ．はじめに

米国損害保険個人マーケットにおける主要な募集チャネルは、ダイレクトライターに所属する専属代理店

と独立代理店の二つである。戦後から 90 年代中頃まで一貫してシェアを拡大してきたダイレクトライターは

現在、60%のシェアを占めている。ところが、最近、ダイレクトライターの勢いがやや鈍ってきた。本稿では、

募集チャネルにどのような変化が生じつつあるのかを明らかにする。

Ⅱ.米国損害保険マーケットと募集チャネルの最近の動向

米国損害保険マーケットは依然としてソフトマーケットが持続している。特に、個人マーケットのうち個

人自動車保険は好採算種目であるため多くの保険会社が参入しており、料率競争が激化している。このため

独立代理店にとっては、マーケットが拡大しつつあり、相対的にダイレクトライターとの競争力が回復しつ

つある。

Ⅲ.保険会社の最近の募集チャネル戦略

従来米国の保険会社は、その採用する募集チャネルにより、自社専属代理店を通じて取引をするダイレク

トライターと、独立代理店・ブローカーを通じて取引するエージェンシーカンパニーとに明確に分かれてい

た。ところが、最近はこの区別がなくなり、ダイレクトライターであっても独立代理店との取引を拡大しつ

つある。　独立代理店は、この動きがマーケットの拡大につながるため歓迎している。一方、エージェン

シーカンパニーは DM やインターネットを利用した直販に進出してきたため、独立代理店と直販との間で新た

な競争が起こっている。

Ⅳ.独立代理店とダイレクトライター

個人マーケットにおいては、ダイレクトライターは戦後一貫してマーケットシェアを上げてきた。独立代

理店からみれば、戦後の歴史は衰退と屈辱の歴史でもある。ただし、独立代理店業界は、シェア低下傾向に

歯止めをかけるべく、合併・買収によるスケールメリットと経営の効率化追求、代理店実務の機械化促進な

ど必死に生き残りを図ってきた。独立代理店の最近の動向を明らかにする。

Ⅴ.ニューチャネルの台頭

最近、銀行による保険販売やインターネットによる保険販売が伸びつつあるが、現在の問題点と今後の動

向について検討する。

Ⅵ.まとめ

専属代理店と独立代理店という二大チャネルに加え、銀行、インターネットという新しいチャネルが台頭

しつつある。ただし、中長期的には代理店のもつ地域に根ざした専門家としてのアドバイス機能が再評価さ

れ、シェアはそれほど落ち込まないものと考えられる。



Ⅰ．はじめに

１．本稿の狙い

米国損害保険個人マーケットの主要募集チャネ

ルはダイレクトライターと独立代理店であるが、最

近、両者のシェアの動向に着目すべき変化が生じて

いる。

本稿の狙いを示す前に、簡単にその背景を説明

する。ダイレクトライターとは自社商品のみを取り

扱う専属代理店(Exclusive Agent)ないし外勤社員

(Employee Agent)を通じて募集する保険会社をいう。

独立代理店(Independent Agent)とは、複数の保険

会社の保険商品を取り扱っている代理店であり、独

立代理店を通じて募集する保険会社をエージェン

シーカンパニーとよんでいる。以下、本稿ではダイ

レクトライターとエージェンシーカンパニーを上述

の意味で用いる。

歴史的にみると、第二次大戦以前は独立代理店

と副業代理店(企業、土地の名士など)が主要な募集

チヤネルであったが、戦後は State Farm を始めと

する個人分野に特化した保険会社が自社商品のみ取

り扱う募集能力の高い代理店すなわち専属代理店を

大量に育成するようになった。低価格商品と会社の

広告活動(ブランド戦略)という支援を追い風として

専属代理店は個人分野において快進撃を続け、1970

年代には、ついに専属代理店が独立代理店のマー

ケットシェアを凌駕するに至った。その後も一貫し

て専属代理店はシェアを伸ばし続け、1995 年には

個人マーケットの 60%を押さえるまでになった。

同年 8月、ウォールストリートジャーナル紙は、独

立代理店の動向に関する記事を掲載し、独立代理店

は今後ますます衰退を余儀なくされるであろうと予

測したほどであった1。これに対して全米独立代理

店協会(Independent Insurance Agents of America,

Inc. 以下、IIAA と略記する。)からの反発は大き

く、同協会専務理事 Jeffrey  Yates 氏の名で同紙

に対し書簡を送付し、独立代理店は衰退するどころ

か反対に競争力が回復してきた点をアピールした2。

その後、1995 年頃から最近までのシェアの動向

をみているとわずかながら変化が生じてきている。

すなわち、これまで右肩下がりであった独立代理店

のシエア低下傾向に歯止めがかかり、わずかながら

とはいえ上昇基調に転じてきたこと、State Farm

のシエアが３年連続して低下しつつあること3など

が指摘できるのである。

本稿は、なぜこのような変化が生じているのか

原因を分析するとともに現在の募集チャネルの動向

について考察することを狙いとしている。

２．本稿の構成

本稿の構成については、まず、独立代理店が競

争力を回復しつつある背景を最近の米国損害保険

マーケットの動向から探ることとする(第Ⅱ章)。次

に、最近の保険会社の募集チャネル戦略の動向を整

理し(第Ⅲ章)、独立代理店と専属代理店の最近の

シェアの変遷、独立代理店のサバイバルの歴史、ク

ラスター(Cluster)制度などについて述べる(第Ⅳ

章)。そして、銀行による保険販売、インターネッ

トでの保険販売といった新しいチャネルの台頭につ

いて考察する(第Ⅴ章)。

Ⅱ．米国損害保険マーケットと募集チャネルの最

近の動向

１．米国損害保険マーケットの最近の動向

最近の動向について述べる前に、米国損害保険

マーケット全体について簡単に概観する4。1998 年

の市場規模は正味引受保険料で約 2840 億ドル(個人

分野 52%、企業分野 48%)であり、我が国の約 3.7 倍

の規模である。最近３年間の増率は、1996 年が

3.4%、1997 年が 2.9%、1998 年が 1.8%である。企業

分野はここ数年はゼロ成長であるが、個人分野は

5%前後の成長を持続している。ただし、企業分野の

うち中小企業分野は伸びている。保険種目でみると、

米国最大の保険種目は個人自動車保険であり、

41.7%のシェアを占めている。次いで大きい種目が

ホームオーナーズ保険5の 10.3%である。企業分野

で最大種目の労災保険は 8.2%と第３位になってい

る。

マーケット全体は、依然として過剰資本を背景

としたソフトマーケット6が持続しており、厳しい



保険料率競争が続いている。ただし局部的には、

1999 年以降、企業分野においては大手保険会社を

中心としてアンダーライティングの強化が一部みら

れるようになってきており、極端な低保険料での契

約更改は見合わせるという動きもでてきている。

次に、最近の米国損害保険マーケットの動向に

ついて述べる。募集チャネルの動向に影響を与える

動きとして２つの大きなトレンドがあると考えられ

る。一点目は、上述した通り、ともに成長分野であ

る個人分野および企業分野のうち中小企業分野にお

ける競争が激化しているということ、二点目は個人

分野に的を絞った保険会社の買収が活発化している

ということである。以下この二点につき詳説する。

（１）個人分野と中小企業分野の競争激化

米国損害保険マーケットはつい最近までは企業

分野のウエイトの方が高かった。米国マーケットの

特徴はソフトマーケットとハードマーケット7が交

互に繰り返すアンダーライティングサイクルにあっ

たが、1990 年代初頭以降、ソフトマーケットが持

続し、最近ではアンダーライテイングサイクルは消

滅したとの見方もある。

ソフトマーケット下において、企業分野におい

ては激しい料率競争が恒常的になっていることは言

を待たない。特に最大種目である労災保険について

は、1980 年代後期から、1990 年代前半にかけて保

険料が大幅に高騰した時期があったが、その後、各

州における労災保険法の改定や保険会社における保

険金詐欺対策、労災事故者に対するリハビリ対策強

化による早期職場復帰などの損害率改善対策が進ん

できたこともあり、保険料率水準は大幅に低下しつ

つある。一方、大企業中心に労災保険や財物保険で

の自家保険化の動きが続いてきた。

すなわち、企業分野については、1990 年代を通

じて、大企業を中心としたキャプティブ設立、自家

保険への移行といつた保険ばなれが進行してきたこ

と、ソフトマーケットが持続したこと等により、

1990 年代通じての成長率は家計分野の伸びを下回

ることとなった。この結果、1987 年の時点での保

険料シェアが企業分野 57%、個人分野 43%であった

ものが、1998 年の時点では、企業分野 48%、個人分

野 52%と大きく逆転することとなった。

今後についても、大企業を中心として、自家保

険への移行、キャプティブ設立、リスクリテンショ

ングループ8などへの移行が進むとみられる。また、

最近、注目をあびている Integrated Solution9(統

合リスク)といった ART10手法によるリスクの金融市

場へのヘッジなどもおこなわれるようになってきて

いる。一方、環境リスク、知的所有権侵害、雇用慣

行賠償責任、遺伝子組み換えといつた新しい分野・

リスクに対応した保険の拡大も見込まれるが、当面

は企業分野総計でみた場合、保険料の大幅な拡大は

望みにくい状況にある。

一方、個人分野については、米国景気の好調を

背景として、住宅、自動車の販売が好調であり、今

後数年間は、個人分野の保険料はおおむね 5%前後

の増率で推移するとの見方もある11。

また、中小企業に関しては、大企業と異なり専

門のリスクマネージヤーを抱えていないところが多

い。これらの企業はブローカーないし独立代理店に

よる専門的なアドバイスを求めており、事業活動を

プロテクトするために保険は不可欠となっている。

このように、当面の米国マーケットの成長分野

は明らかに、個人分野と中小企業分野となっている

のである。たとえば、Travelers の 1996 年から

1998 年までの３年間の営業成績は《図表１》の通

りである。同社の場合、３年間で個人分野の保険料

は 48%伸びたのに比し企業分野の保険料は 15%の伸

びであった。また、企業分野の内訳では、大企業物

件の伸びはマイナス 13%であつたが、中小企業物件

の伸びは 21%であつた。

個人分野の中心は個人自動車保険であるが、同

保険のここ 10 年間のコンバインドレシオ12の推移

をみてみると、《図表 2》のとおりである。個人自

動車保険は、種目合計のトレンドあるいはホーム

オーナーズ保険と比較すると異なった動き方をして

いることがわかる。すなわち、個人自動車保険は

1980年代後半から 1990 年代初頭までは、リザルト

が悪く従って、コンバインドレシオも種目合計を超

えていたが、1994 年以降は一貫して種目合計を下

回り、大幅に改善されてきた。損害率低下の要因と

しては、各州の法律ならびに取締強化による飲酒運



《図表１》Travelers 最近 3年間の個人分野および企業分野引受保険料推移　(単位百万ドル)

1996 年 1997 年 1998 年 96-98 増率

個人自動車保険 1,645 1,950 2,328 41.5%

ホームオーナーズ保険  714 1,124 1,162 62.7%

個人分野合計 2,359 3,074 3,490 47.9%

　　　

1996 年 1997 年 1998 年 96-98 増率

大企業物件  714  657  625 -12.5%

中小企業物件 1,485 1,986 1,800  21.2%

特殊物件等 1,796 2,114 2,189  21.9%

企業分野合計 3,995 4,757 4,614  15.5%

　　　(出典)Citigroup Annual Report1999 より作成。

 《図表２》保険種目別コンバインドレシオ推移 　　　

種目合計 個人分野 個人自動車

賠償

個人自動車

衝突・包括

ホームオー

ナーズ

企業分野 労災

1988 年 105.4 105.5 116.7 92.9 100.0 105.4 118.4

1989 年 109.2 109.9 117.6 96.2 113.9 108.7 118.2

1990 年 109.6 109.8 118.4 94.6 113.0 109.4 117.4

1991 年 108.8 107.1 114.1 89.5 117.7 110.2 122.6

1992 年 115.7 112.5 110.0 88.5 158.4 118.8 121.5

1993 年 106.9 103.9 108.6 89.7 113.6 109.6 109.1

1994 年 108.4 104.5 105.7 93.5 118.4 112.1 101.4

1995 年 106.4 103.5 103.0 98.4 112.7 109.4  97.0

1996 年 105.8 104.9 100.3 102.2 121.7 106.7  99.7

1997 年 101.6  99.8  99.8 99.0 101.0 103.4 100.7

1998 年 105.6 102.7 102.0 99.7 109.4 108.6 107.6

  　(出典) Best’s aggregates & Averages 1999,1998 より作成。

  

転の減少、シートベルト着用率の向上、車体の安全

性能の向上、および医療費の安定化などの諸要因が

重なり合っているものと考えられている。個人自動

車保険はこのように、収益率が回復してきたわけで

あるが、1990 年代半ば以降、過去このマーケット

から撤退していたあるいは引受を制限していた多く

のエージェンシーカンパニーが再び、このマーケッ

トに戻ってきたのである。特に 1998 年以降は、

Progressive の成功もあり、多くのエージェンシー

カンパニーがノンスタンダード市場13にも参入する

ようになってきた。この点もダイレクトライターと

の競争力向上に寄与しているといえよう。

最近においては、多くの保険会社が個人自動車

保険マーケットに参入しマーケットシェアの拡大を

求めて厳しい料率競争を展開している。1999 年半

ば以降、Progressive など一部の保険会社では特定

の州において保険料アップへ向けた動きもでてきて

いるが、業界全体としては依然として厳しい保険料

率競争が持続している状況である。この結果、個人

自動車保険の収益性も大幅に低下しつつあるものと

推定され、CNA や St.Paul などの大手保険会社もこ

の分野から撤退するなどの動きもでてきている。



次に、中小企業分野をめぐる動向として、AIG と

Safeco の２社の動きを紹介する。AIG は、もともと

大企業物件に強い保険会社であるが、同社は保険料

規模で 500 億ドルのマーケットといわれる中小企業

分野では 3%弱のシェアしかないといわれている。

同社としては、この拡大しつつあるマーケットへの

浸透率を高めるべく、シアトルの A.I.Pacific など

の地域保険会社を全米各地に６つ設立しており、そ

れぞれ地域の独立代理店ないしローカルブローカー

との取引を通じて良質な物件の契約獲得を図ってい

るところである。同社のターゲット契約は、財物と

賠償のパッケージポリシー合計保険料が５万ドル以

上か労災単種目の場合は 10 万ドル以上の契約であ

る。一方、Safeco は、1997 年、American States

を買収したことにより、個人分野および中小企業分

野に強い全米 15 位にランクされる大手保険会社と

なった。同社は、米国 670 万社中 95%の 640 万社が

従業員 50 名以下のスモールビジネスであり、今後

ますますこの分野は成長するものと考えており、中

小企業向けのパッケージ商品の開発などに力を入れ

ている。なお、Safeco は、大手エージェンシーカ

ンパニーの中では、唯一、独立代理店のみを募集

チャネルとしているユニークな会社であるが、専属

代理店のみを唯一の募集チャネルとする State

Farm と対極をなしている。

（２）個人分野に的を絞った買収の活発化

最近の損害保険会社の買収動向の特徴として、

1997 年の Safeco による American States の買収、

1998 年の Commercial Union と General Accident

の合併、1999 年の St.Paul による USF&G の買収な

ど保険会社同士の買収・合併などもあるが、得意分

野の競争力を一層高める目的で、特定の部門に限定

した買収・売却が目立つようになってきたことであ

る。

すなわち、競争の厳しい米国マーケットにおい

ては、個人分野と企業分野の両方で高い競争力を維

持することは至難の技となってきており、大手のゼ

ネラリスト保険会社は個人分野にシフトするのか企

業分野にシフトするのかの選択、企業分野でもどの

種目に特化するのかあるいは個人分野でもどの所得

層をターゲットとするのかといった差別化戦略を明

確に打ち出してきていると理解することができる。

たとえば、CHUBB は 1997 年、生保部門と不動産

部門を売却し損保部門に特化したが、1998 年

Executive Risk を買収することにより、D&O14では

全米 NO1 の地位を築いている。また、個人分野につ

いては、自動車保険やホームオーナーズ保険とも富

裕層をターゲットとしておりマスターピースという

商品ブランドを確立している。

CNA は、もともと中堅企業分野と個人分野両方を

取り扱う大手保険会社であり、 1994 年、

Continental を買収することにより 1997 年には収

入保険料ベースで全米第４位までランクされるに

至った。ところが、その後の事業の再構築がうまく

進まず、コンバインドレシオも業界平均を上回るな

ど業績は低迷していたが、ついに、1999 年 6 月、

個人分野ビジネスを Allstate に 12 億ドルで売却す

ることを発表した。　CNA はこの売却で得た資金を

企業分野強化のために投入し、労災、医療過誤、地

域銀行に対する D&O や fidelity Bond といつた得意

な分野での競争力を高めていく戦略をとっている。

一方、Allstate はもともと専属代理店制度を採用

し State  Farm に次ぐダイレクトライターであるが、

1974 年以降、独立代理店との取引も行うように

なっていた。募集チャネルは同社の専属代理店

15,000 店と 2,400 店の独立代理店であったが、今

回の買収により、独立代理店との取引は一気に

8,800 店まで拡大することとなり、エージェンシー

カンパニーとしても、Progressive、Travelers に

次いで全米第３位の会社となった。

MetLife Auto&Home は 1972 年、Metropolitan

Life の損保子会社として設立され、主として専属

代理店経由で個人分野の保険を募集してきたが、事

業規模の拡大が進まず最近は独立代理店との取引を

拡大していたところである。同社は 1999 年 7 月、

St.Paul の個人分野を 6 億ドルで買収することを発

表した。この買収により、独立代理店との取引数は

2,700 店から 5,700 店に一気に拡大することとなっ

た。この結果、同社はエージェンシーカンパニーと

して個人分野市場で全米第９位の会社に上昇するこ

ととなつた。



２．募集チャネルの最近の動向

個人分野における募集チャネルは、93%程度が専

属代理店および独立代理店によって担われている。

そして 7%程度がダイレクトメール、電話等により

直接消費者に販売する GEICO、USAA などの保険会社

(ダイレクトレスポンスといわれる。以下、本稿で

は単にダイレクトレスポンスと呼ぶ。)によって担

われている(詳細は後記《図表４ 》)。なお、一般

的に企業分野の保険はブローカーによって担われて

いるが、大手ブローカーを除いて、ローカルブロー

カーは独立代理店と経営形態ならびに活動実態にお

いてほとんど変わりがないといってよい。また、ブ

ローカーが保険法上認められている州においては、

ブローカーと代理店が兼営されていることが多い。

カリフォルニア州においては、ブローカーと代理店

とが行う州内募集行為に与える免許は一本化されて

いる。独立代理店は、複数の保険会社と代理店委託

契約書を交わし、一定の契約締結権を持っている。

また、契約の満期所有権15を持っていることが大き

な特徴である。一方、専属代理店は、一つの保険会

社とのみ代理店委託契約書を交わしており、契約の

満期所有権はない。独立代理店であれ、専属代理店

であれ、各州の保険庁より募集行為にかかわる免許

を取得する必要があるが、我が国における代理店種

別という概念はない。免許を維持するためには州毎

に定められた継続的研修を毎年受講することが義務

づけられており、代理店の質の向上・維持が制度と

して組み込まれている点が特徴的である。

独立代理店の最近の動向をみると、1950 年代は

約 9 万店の代理店数があったが、ダイレクトライ

ターの進展に伴い競争力が低下、統廃合が余儀なく

されたため、代理店数は年々縮小を続け、1996 年

の IIAA の調査16では、ついに 44,000 店までになっ

た。一方、専属代理店の数に関する公式なデータは

な い が 、 State Farm 、 Allstate 、 Farmers 、

Nationwide の大手４社合計で約６万店前後と推定

される。これまで、ダイレクトライターのマーケッ

トシェアの拡大傾向と専属代理店数の増加傾向はパ

ラレルに動いてきた。ところが、State Farm につ

いてみると、1990 年代初頭に 16,500 店の専属代理

店数に達したが、それ以降は今日まで代理店数は横

這いで推移してきている。専属代理店の新設よりも、

既存専属代理店の募集力強化(多種目販売、金融商

品の取り扱いなど)に軸足を移してきた可能性があ

るのである。

なお、企業分野については、大企業分野は大手

ブローカー、中小企業分野はローカルブローカーな

いし独立代理店、小企業は独立代理店とダイレクト

ライターがそれぞれ主な担い手であると考えられる

が、既に述べたように、大企業分野についてはマー

ケットの拡大は見込みにくくなっている。このため、

大手ブローカーも中小企業分野に対する工作を強化

しており、この分野での独立代理店と大手ブロー

カーとの競争が激化しつつある。たとえば、全米第

4 位にランクされる大手ブローカーUSI Insurance

Services Corp は、従業員数 100 名から 1000 名の

企業に特化し損保商品から金融商品まで幅広くクロ

ス販売をしたり、大手銀行とジョイント・ベン

チャーを立ち上げるなど急速に業容を拡大している。

Ⅲ．保険会社の最近の募集チヤネル戦略

従来、専属代理店制度を採用するダイレクトラ

イターと独立代理店制度を採用するエージェンシー

カンパニーとは、それぞれ単一のチャネルを採用し、

両方のチャネルを併用する保険会社はほとんどな

かった。しかしながら、ここ最近注目すべき動きと

しては、ダイレクトライターが独立代理店制度を採

用する傾向が強くなっていることがあげられる。

これは、個人自動車保険を中心に料率競争が激

化しており、ダイレクトライターにとっては専属代

理店の新設・育成には時間とコストがかかるため、

独立代理店との取引を開始ないし強化した方がマー

ケットシェアの維持・拡大を図りやすいと考えてい

るものと推定される。一方、エージェンシーカンパ

ニーは、インターネットやコールセンターを活用し

た直販に進出している。また、銀行を通じた保険販

売はダイレクトライターもエージェンシーカンパ

ニーも大手社中心に積極的に展開しようとしている。

また、Insweb17などの保険モールと提携した募集も

進展しつつある。以下、ダイレクトライターとエー

ジェンシーカンパニーに分けて、最近の募集チャネ



ルの多様化戦略をみていく。

なお《図表 3》に募集チャネルの多様化の状況を

示した

１．ダイレクトライターの最近の動向

まず、Allstate については、1999 年 6 月、CNA

の個人保険部門を 12 億ドルで買収することを発表

したことについては既に述べた。興味深い動きとし

ては、Allstate は CNA パーソナルを設立し買収後

も CNA のブランドで保険商品の販売を継続するとい

うことである。また、1999 年 11 月、同社は 10 億

ドルを投資しインターネットと電話による自動車保

険とホームオーナーズ保険の直販を行うためのイン

フラ構築を行うと発表した。このため、2000 年末

までに、4000 人の直販社員をリストラする見通し

である。

Farmers は、第３位のダイレクトライターである

が、ミシシッピー川より西部の地域において強みを

発揮している。同社は、1998 年以降、地盤の弱い

南東部の１２州において、独立代理店との取引を拡

大しつつある。一方、ミシシッピー川より東部地域

がメインエリアである Nationwide は、1997 年、西

海岸地域を地盤とする Allied Group を買 収、約

2000 店の独立代理店網を手にいれた。1998 年 1 月

には、TIG の個人部門を買収し、さらに、1999 年に

は Calfarm を買収したが、これら一連の買収により

約 3000 店の独立代理店とも取引が拡大することと

なつた。

Liberty Mutual は、個人分野については約 1100

名の直販社員を擁するダイレクトライターであるが、

1997 年、Montgomery Mutual、Golden Eagle などを

買収し独立代理店との取引を開始した。1999 年に

は、Employers Insurance of Wausau を買収してい

る。MetLife Auto&Home は、1999 年 7 月、St.Paul

の個人部門を買収し、独立代理店との取引が 5700

店まで拡大したことは既に述べた通りである。

２．エージェンシーカンパニーの最近の動向

まず、Progressive であるが、同社は 1937 年設

立の比較的新しい保険会社であるが、自動車保険の

事故処理時間が極めて短いなど独特の経営戦略を

とっており、近年の成長はめざましいものがある。

現在、個人自動車保険分野では全米第４位の規模に

なっていると思われるが、2010 年までには業界

トップの State Farm を抜いて第１位になることを

目論んでいる。同社は３万店の独立代理店との取引

があるといわれているが、1993 年より直販に進出

し 1997 年頃よりはインターネットでの直販にも力

を入れている。同社の契約の 10%程度はインター

ネット経由での直販とみられている。

次に Travelers であるが、同社のメインの販売

チャネルは約 7000 店の独立代理店であり、1997 年

大手百貨店 Costco を通じて自動車保険とホーム

オーナーズの通信販売にも進出している。また、シ

テイグループに属するプライメリカのファイナン

シャルアナリストもミューチャルファンドと並んで

個人分野の保険を販売している。

AIG は、1997 年、カリフォルニアの 20th Century

を傘下に収め自動車保険通販に本格的に進出した。

同社は、また銀行を通じた個人分野の保険販売に力

を入れており、Nationsbank, Wells Fargo など８

行と提携し DM とコールセンターの活用により募集

している。

Hartford は 1999 年、Ford と提携し Ford 車ユー

ザーへの自動車保険通販を開始することを発表した。

フロリダ州より漸次募集開始するとのことであるが、

保険料の低廉さだけでなく全米 6000 店のディー

ラーによる純正部品による修理を保証する保険プロ

グラムとして拡販を目論んでいる。同社のこのよう

な直販の動きに対して、IIAA に次ぐ全国レベルの

代理店業界組織である全米プロ代理店協会

(Professional　Insurance Agent of America:以下

PIA と略す)は、すぐさま反対の意志表示を示した

が、同社は既に、１０年以上前から全米退職者協会

(American Association of Retired Persons) に対

する直販を手がけており、代理店業界の反対も形式

的なものと推測される。今後もエージェンシーカン

パニーの直販への動きが進む可能性がある。



《図表 3》 保険会社の個人分野募集チヤネルの多様化状況　◎メインチャネル　○サブチャネル

専属代理店 独立代理店 直販 銀行 オンライン保険モール

State Farm ◎ Insweb 他

Allstate ◎ ○ ○ ○ Insewb 他

Farmers ◎ ○ ○

Nationwide ◎ ○ ○ ○ Insweb

Progressive ◎ ○ Insweb 他

Travelers ◎ ○ ○ Insweb 他

Hartford ◎ ○ ○ Insweb

AIG ○ ◎ ○ Insweb

Chubb ◎ ○

Safeco ◎

GEICO ◎

USAA ◎

(出典)　各社 Annual Report その他資料により安田総合研究所にて作成。

Ⅳ．独立代理店とダイレクトライター

既に述べたように、個人分野においては、戦後、

ダイレクトライターは一貫してマーケットシェアを

上げ続け、独立代理店は反対にシェアを下げ続けて

きた。ところが、第Ⅱ章で述べた通り、個人自動車

保険市場にエージェンシーカンパニーが積極的に参

入してきたことにより独立代理店の競争力は回復し

つつある。本章では、最近のマーケットシェアの動

向、独立代理店業界のサバイバルのためのこれまで

の動向、独立代理店のベストプラクティス運動、ク

ラスター等について説明し、最後に専属代理店と独

立代理店との比較を《図表 5》にまとめた。

１．最近のマーケットシェアの動向

IIAA では毎年、AM ベスト社に依頼してチャネル

別に保険会社のマーケットシェアをまとめている。

最近３年間の動向について個人分野と企業分野別に

まとめたのが《図表４》である。まず、個人分野に

ついてみると、全米に営業展開しているナショナ

ル・エージェンシーカンパニーは直近の動きとして

は微増しているが 95 年との比較ではシェアが低下

している。特定の地域に限定して営業展開している

リージョナル・エージェンシーカンパニーのシェア

は 95 年との比較で大きくシェアを伸ばしているこ

とがわかる。リージョナル・エージェンシーカンパ

ニーの伸びによりエージェンシーカンパニー合計で

は最近のシェアは増加している。一方、ダイレクト

ライターは微減している。ダイレクトレスポンスの

GEICO や USAA は微増している。Progressive は

1997 年、増収実額保険料で 10 億ドル(増収率は

34.5%)をあげ、年間増収保険料で State Farm を追

い抜いて全米１位となつたが、ここ数年、同社の急

成長は目をみはるべきものがある。同社をはじめ、

Auto-Owners, Cincinnati Financial, Mercury

General 等リジョナル・エージェンシーカンパニー

は地域に密着したきめ細かいアンダーライテイング

とサービスによりシェアを上げてきている。一方、

State Farm は依然としてゆるぎないトップの座を

占めているが、ここ３年は連続してシェアを下げて

いる。State Farm は 1997 年、代理店委託契約書を

改定し、代理店が引退する際に契約を一定の金額で

買い取ることを約束することと引き替えに手数料率

を引き下げているが、これは事業費の圧縮を図るた

めに手数料率を引き下げざるをえなかつたと判断さ

れ、それだけ個人自動車保険の料率競争が激しくな

つていることの証左といえよう。

企業分野についてみると、独立代理店が 75%の



《図表４》　　　チャネル別個人分野マーケットシェア推移

　　　　　 1995 年 1996 年 1997 年 1998 年

ナショナル・エージェンシーカンパニー 15.3% 14.7% 14.7% 15.0 %

リージョナル・エージェンシーカンパニー 18.2% 18.6% 19.0% 18.6%

ダイレクトライター 59.4% 59.7% 59.2% 59.0%

ダイレクトレスポンス  7.1%  7.0%  7.1%  7.3%

　　　　　　　　チャネル別企業分野マーケットシェア推移

1995 年 1996 年 1997 年 1998 年

ナショナル・エージェンシーカンパニー 50.3% 50.0% 50.1% 48.7%

リージョナル・エージェンシーカンパニー 26.1% 26.7% 27.0% 26.9%

ダイレクトライター 23.3% 23.0% 22.6% 24.1%

ダイレクトレスポンス  0.3%  0.3%  0.3%  0.3%

　(出典) IIAA ,“Study Comparing Expenses and Market Share Changes 1999”より作成

シェアを占めている。ダイレクトライターはこの分

野のうち小規模企業分野でシェアを伸ばしつつある

が、リスクマネジメントと個別リスクに対応した保

険プログラムの設計がポイントとなる中小企業分野

は複数の保険会社の商品を取り扱うことのできる独

立代理店の方が有利であり、今後とも独立代理店の

優位性はゆらがないとする見方が有力である。

２．独立代理店業界における脅威とサバイバル策

これまで独立代理店業界が一貫してシェアを下

げてきた要因として、エージェンシーカンパニーに

おける引受の不安定性、最低取引保険料、手数料収

入の低下、ダイレクトレスポンスの進展といったい

くつかの脅威が指摘されている。

まず第一に、過去１０年程度動向を観察すると、

ナショナル・エージェンシーカンパニーを中心とし

て引受方針は安定的ではなく、独立代理店はダイレ

クトライターと比較すると明らかに個人分野での安

定的な保険引受を行うことができず顧客基盤の維持

が困難であったと考えられる。1980 年後半から

1990 年代前半にかけては、CIGNA, Travelers,

Aetna といつた大手のエージェンシーカンパニーは

個人分野において州レベルでの撤退や引受縮小を

行ってきたのである。カリフオルニア州においては

1988 年のプロポジョン 10318の実施の影響が大きく

その後、多くの保険会社が撤退ないし引受の縮小を

行ってきた。

第二は、ほとんどのエージェンシーカンパニー

は取引の効率化の観点から、年間最低取引保険料の

水準を３０万ドルないし５０万ドル以上に設定して

いる。このため都市部を中心とした小規模代理店は

存続が困難となり、合併・買収等により大型化する

か、クラスターないしエージェンシーネットワーク

といわれる代理店の連合組織のメンバーになるかの

選択を迫られるようになってきた。

第三は、エージェンシーカンパニーの場合は、

所定の手数料の他にプロフイットコミッション制度

を採用しているが、年々その適用基準は厳しくなっ

てきているといわれ、代理店手数料率の低下傾向と

合わせて独立代理店の収入基盤は悪化しつつある。

第四は、ダイレクトレスポンスの進展である。

最近、ダイレクトレスポンスの大手社である GEICO

は、TV コマーシャルで代理店手数料分だけ独立代

理店から保険を購入すると割高になるなどと消費者

に露骨に訴える広告活動を行い独立代理店サイドの

怒りをかつた。これに対して、IIAA は独立代理店

を中傷するような TV コマーシャルは自粛するよう

に強力に申し入れをしている。なお、ダイレクトレ

スポンスは代理店手数料負担がない分、エージェン

シーカンパニーと比較すると社費率は低いものの、

膨大な広告費、コールセンターなどの運営費が嵩む

ため、GEICO および USAA とも 1998 年の社費率は



30%をかろうじて下回る水準となつており、必ずし

も経費率が低いのではない。なお、独立代理店に

とってインパクトを与える最近の動向としては、銀

行による保険販売とインターネットによる保険販売

の動きがあるが、これについては次章で述べること

としたい。

以上のように独立代理店業界を取り巻く事業環

境はとても厳しいものがあるわけであるが、今日ま

で、独立代理店業界は生き残りのためどのようなサ

バイバル策をとってきたのであろうか。代理店自身

の取り組みとしては、合併・買収、経営のシステム

化、人材の採用育成と戦力化、多種目販売などがあ

る。また、IIAA の取り組みとしてはベストプラク

ティス運動がある。

まず第一に、合併・買収等による大型化への道

である。現在、経営者一人だけのワンマン代理店は

ほとんど存在せず、平均一代理店あたりの従業員数

は１０名程度といわれている。独立代理店は満期所

有権もあり、合併や買収は日常的に行われている。

今後もこの動きは持続し独立代理店の統廃合が進む

ものとみられている。合併・買収の目的は特定のエ

リアでのマーケットシェアの拡大を目指したり、企

業分野か個人分野かといった特定の保険分野への資

源集中のために行うなど目的は様々であるが、いず

れにしても競争力の強化が最終的な狙いである。

第二は代理店経営のシステム化である。すなわ

ち厳しい競争を勝ち抜くためには代理店事務処理の

合理化・スピードアップはもちろんのこと既存顧客

の満足度向上、新規顧客開拓のための時間創出、戦

略的なマーケテイングがますます重要となっており、

このためには高度なシステムの導入と活用は不可欠

となっている。従って、コストパフオーマンスの観

点からは高額かつ最新のシステム投資を行うにふさ

わしい事業規模の確保がますます必要となってくる

のである。

第三は人材の採用育成と戦力化である。代理店

経営にとってシステム投資とならんで重要なのはま

ぎれもなく優秀な人材の採用・育成であり、特に有

能なプロデューサー(営業マンに相当するが、大型

代理店になると個人分野と企業分野とで担当が別で

あり、また、損保と生保は別人が担当していること

が 一 般 的 で あ る ) と CSR( Customer Service

Representative)と呼ばれる内勤の女性事務社員の

確保がポイントである。CSR は従来、保険契約に関

わる異動・更改処理、ファイリング、顧客との電話

のやりとりなどの日常的事務処理が主な業務であっ

たが、最近では、州から得た保険の募集資格を保有

し既存契約者に対して積極的に未付保保険種目の販

売を行うなど戦力化している。

第四は多種目販売や金融商品の取り扱いである。

State Farm を筆頭としてダイレクトライターは従

来から損保と生保のクロス販売に熱心であるが、こ

れは顧客の固定化・継続率の向上にとって多種目販

売の有効性が実証されている19ためである。また、

State Farm は 1999 年、Thrift(貯蓄銀行)の認可を

取得し State Farm Bank をスタートさせた。当初は

イリノイ州とミズーリ州などから業務を開始してい

るが、これにより State Farm の専属代理店は損保、

生 保 に 加 え て CD( 譲 渡 性 預 金 ) 、 Checking

Account(当座預金)、Home Mortgage(住宅ローン)な

どリテール銀行商品もほとんど取り扱えるように

なった。一方、独立代理店サイドもダイレクトライ

ターの販売戦略を研究しており、個人分野主力の独

立代理店なども既存契約者に対する生損保多種目販

売や金融商品の販売に力を注ぐようになってきた。

ちなみに、IIAA の資料によれば米国の独立代理店

の 98%が生命保険と健康保険を販売できる募集資格

を州より取得しているとのことである。特に、最近

の競争による損保商品の保険料低下や手数料の低下

傾向により独立代理店の収入は伸び悩んでおり、今

後は生保や各種金融商品の積極販売により収入源の

確保を図っていくことが喫緊の課題となりつつある。

なお、独立代理店の営業支援のための仕組みと

してエージェンシーカンパニーによるカスタマー

サービスセンターについて触れておきたい。Safeco、

Hartford など大手社はカスタマーサービスセン

ター(いわゆるコールセンターに相当する)を充実さ

せてきており、独立代理店の新規営業開拓時間の創

出はじめ生保のクロス販売支援、特定エリアに対す

るターゲットマーケティング支援などを行っている。

このカスターマーサービスセンター扱いの更改契約

については所定の手数料が差し引かれることとなる



が、保険会社が直接、自分の顧客と接触することは

将来、満期所有権を危うくさせるのではないかと

いった不安や顧客とのトラブルが発生した場合、自

分が知らないうちに契約が落ちてしまう可能性もあ

ることから独立代理店サイドでの利用は一部にとど

まっているものと思われる。

最後に、独立代理店の経営の改善・効率化に貢

献したと考えられる IIAA のベストプラクティス運

動について簡単に述べてみたい。IIAA では、1994

年から今日まで、米国で成功している独立代理店の

各種経営指標(たとえば、契約更改率、手数料の年

間増率、全手数料収入に占める新規契約手数料の比

率、利益率、従業員一人あたりの利益率など)、経

営方針、営業戦略等についてベンチマーク化し、目

指すべき代理店像を明確化し代理店経営者に対して

経営改善へのモティベーションを与えるというベス

トプラクティス運動を展開してきている。IIAA で

は、毎年コンサルティング会社に委託し、成功して

いる代理店の経営指標、経営スタイルなどをアップ

ツーデートにしてベストプラクティスレポートとし

てまとめあげ会員に有料で配布している。また、レ

ポートの内容は IIAA の全国大会や州レベルでの大

会で報告されたり各種勉強会のテーマとして取り上

げられることが多い。IIAA のメンバー代理店数は

28,000 店といわれるが、まさに今日存在している

独立代理店は日々、経営改善に向け必死の努力して

いるといえよう。

３．クラスター

クラスターとは、複数の独立代理店が個々の参

加代理店のアイデンテイテイと独立性を維持したま

ま、共同の管理会社を設立し保険会社との代理店委

託契約を維持する組織体である。クラスターの考え

方は既に 100 年前からあり、1896 年、シカゴで設

立された The Rockwood Company が米国最初のクラ

スターといわれている。 現在、米国には約 250 の

クラスターが存在しているといわれているが、ほと

んどが最近 20 年くらいの間に設立されたものであ

る。クラスターが形成される理由は既に述べた通り、

エージェンシーカンパニーにおける取引最低保険料

の水準が高くなっていることが主な理由である。合

併や買収という選択を行わない小規模代理店にとっ

ては生き残りのためには必要な組織形態といえる。

なお、米国の Assurex などの独立代理店(ブロー

カー)連合体は、主として共同マーケティングを目

的としたものでありクラスターではない。

PIA では、1995 年、クラスターに関する調査報

告書を発表したが20、これによるとクラスターは次

の３種類に分類される。

①Affiliated Cluster(提携クラスター)とは参

加メンバー代理店の独立性がもっとも維持されるタ

イプである。メンバーは保険会社との委託契約書に

基づく権利の全部もしくは一部をクラスターコアに

譲渡するか、他のメンバーの契約を自己の代理店委

託契約を通じて保険会社に引受させることに同意し

なくてはならない。クラスターコアの役割は保険契

約を保険会社に引受けさせることに限定される。メ

ンバーは手数料の一定割合をクラスターコアに支払

う。

②Processing Cluster(事務処理クラスター)の

場合はメンバーの独立性はかなり制限を受ける。す

なわち、通常メンバーはクラスターコアのある本部

建物に事務所を移転しなくてはならない。メンバー

が持っている各保険会社との代理店委託契約は原則

として、すべて、クラスターコアに譲渡しなくては

ならない。また、メンバーは取り扱い契約のすべて

をクラスターコア経由で保険会社に引受けさせなく

てはならない。手数料の分配は、メンバーよりクラ

スターコアの方が多くなるケースが多い。ただし参

加メンバーは希望すれば、クラスターコアの株主に

なることもできる。

③Managed Cluster(管理クラスター)は、最も中

央集権化した厳格なクラスターである。メンバーは

あたかも、クラスターの一支店として機能すること

となり、代理店経営面での独自性はほとんどなくな

る。メンバーはすべての代理店委託契約をクラス

ターコアに譲渡しなくてはならない。なお、満期所

有権に関してはいずれのクラスターでもメンバー代

理店に帰属している。

PIA では、同報告書の中で保険会社のクラスター

に対する対応状況をのせている。回答した保険会社

数は 57 であるが、①クラスターとの取引の有無に



《図表５》最近の独立代理店と専属代理店の比較　(安田総研にて作成)

独立代理店 専属代理店

①代理店数とマーケッ

トシェア

４万店前後だが、年々、統廃合により減

少している。個人分野の最新のシェアは

33.7%であるが最近は微増傾向にある。

下記大手４社合計で約６万店弱。

個人分野のシェアは最近、微減傾向にあ

る。

②主な保険会社 Progressive, Travelers, Safeco ,Erie

Mercury General, Auto Ownersなど

State Farm, Allstate, Farmers,

Nationwideなど

③特徴 ・保険契約の満期所有権がある

・取引保険会社数は平均10社

・ 最低取引保険料がありゼロから代理

　店を始めるのは困難

・ プロフイットコミッション制度あり

・平均従業員数10人

・ 保険契約の満期所有権はない

・ 特定の保険会社一社の代理店である

・ 代理店として採用されるためには、厳

しいリクルートと研修を受けなくては

ならない

・ プロフイットコミッション制度なし

・ 従業員は数人

④組織 法人65%,個人27%,パートナーシップおよ

びLLC 8%

ほとんど個人組織

⑤その他 多様な商品を取り扱えること

合併により規模の拡大がはかれる

圧倒的なブランド力

保険会社の引受基準が安定的

ついての質問では、３８社が取引有り、１９社が

取引なしと回答している。②クラスターとの取引

によりメリットがあるかとの質問に対しては、15

社が「新規契約の獲得面でコスト削減効果があ

る」、１３社が「代理店の維持コストの削減につ

ながる」、８社が「既存契約のメンテナンス面で

コスト削減効果がある」、７社が「契約の継続率

がアップする」とそれぞれ回答している。③クラ

スターが今後、保険流通に与える影響についての

質問に対しては、26 社が「今後、影響力を増して

くる」と回答し、２４社が「特段の変化はなく現

状通り」と回答している。

いずれにしても、クラスターは小規模代理店を

中心とした組織体であり、募集力面での競争力

アップにつながるものとは考えにくい。当面は、

独立代理店業界におけるスタンダードな組織体と

して発展拡大していくことはないものと思われる。

４．独立代理店と専属代理店の比較

なお、最近の独立代理店と専属代理店について、

代理店数とマーケットシェア、主な保険会社、特

徴、組織形態等について上記《図表５》に比較表

としてまとめた。

Ⅴ．ニューチャネルの台頭

IIAA が、1998 年、保険募集チャネルに関し消費

者の認知度および実際に利用したいと思うチャネ

ル(選好度)についてレポートをまとめた21。それに

よると、認知度および選好度ともトップだったの

は専属代理店であり、認知度は 93%、選好度は 56%

であった。次いで高いのは、独立代理店であり、

認知度 79%、選好度 49%であった。銀行で保険販売

をしているのを知っている人は 31%であり、銀行か

ら保険を購入したいと考えている人は 21%であった。

またインターネットで保険に加入できることを

知っている人は 24%であり、インターネットで保険

に加入したいと考えている人は 14%であった。これ

までのところ、明らかに、メインの販売チャネル

は専属代理店と独立代理店であることは間違いな

いが、銀行とインターネット経由での保険販売に

ついては大きな可能性があると言われており今後



の動向が注目される。本章では、銀行とインター

ネットでの保険販売の現状・問題点と今後の動向

について述べる。

１．銀行による保険販売

これまで複雑であった銀行による保険販売に関

する制度的枠組みは、1999 年 11 月成立した、グラ

ム・リーチ・ブライリー法22によって明確に規定さ

れ、原則として州保険庁が銀行の保険販売も監督

することとなった。しかしながら、銀行による保

険販売は原則として 1991 年の金融制度改革法によ

り禁止されていたにもかかわらず、例外規定や抜

け道によって既に実態としては行われていた。特

に、銀行による保険販売が本格的となるきっかけ

となったのは 1996 年 3 月の最高裁によるバーネッ

ト判決23である。この判決を契機に連邦政府から免

許を受けた銀行であるか州法に基づく銀行である

かを問わず、銀行による保険販売が加速されるこ

ととなつた。メーン州では、1997 年、銀行に保険

販売を認める法律を公布したほどである。

以下、銀行による保険販売の実態について米国

銀行協会(The American Bankers Association) が

1998 年実施した、全米の銀行に対する実態調査報

告書から要点を述べる24。まず、全米 13,000 弱の

銀行、貯蓄銀行のうち既に保険の販売をしている

のは、定期生命保険が 35%、ユニバーサル保険が

23%、自動車保険・ホームオーナーズ保険が 19%と

なっている。1999 年に今後あらたに保険の販売を

計画している銀行はさらに 10%ないし 15%の数にの

ぼっている。銀行の販売シェアは年金で 15%を超え、

損保では 2%程度と推定されている。年金を除いて、

銀行における保険販売のシェアは今のところ高く

はないが、銀行にとっては新たな収益源として今

後、保険の販売に注力していく可能性がある。

既に保険の販売をしている銀行のうち、65%が自前

の代理店か買収した代理店を通じて募集している。

独立代理店の買収に際しては、通常の代理店の買

収価格を大幅に上回るケースもある。また約 30%が

第三者の独立代理店などと提携している。銀行に

よる保険販売は銀行の店舗内で販売するケース、

見込み客の自宅ないし事務所に出向いていくケー

ス、ダイレクトメールとコールセンターの組み合

わせなどいくつかのパターンがあるが、最も効果

的な販売方法は見込み客の自宅ないし事務所を訪

問する方法である。また、生保の販売については、

既存の銀行顧客に対する販売が 70%を占めている。

なお、AIG は個人自動車保険などを大手銀行と提携

してダイレクトメールとコールセンターを活用し

て募集していることは既に述べた通りである。

銀行による保険販売に対して、IIAA では、永ら

く反対の立場を強力にとつてきたが、1996 年の

バーネット判決以降、方針転換をはかり、銀行に

よる保険販売はやむを得ないが、連邦政府から免

許を受けた銀行であっても保険募集に関しては州

保険監督庁の管理下におかれるべきであるとし、

競争条件のイコール・フッティング化の確保を目

指す方針に転じていたといわれている。1999 年 11

月成立した、グラム・リーチ・ブライリー法は機

能別監督が明文化されたため、IIAA サイドは法案

成立に対して一応歓迎の態度を表明している。今

後、独立代理店は、地域銀行などとの競争条件は

規制面では同一となるものの、銀行の信用力を

バックとした募集力と対抗するために顧客への提

案力・サービス力の一層の強化を図る必要に迫ら

れよう。ただし、一部の代理店は銀行との提携を

模索することとなろう。

２．インターネットによる保険販売

電子商取引の進展により保険業界においてもイ

ンターネットの活用が進んできているが、これま

でのところ保険会社あるいは代理店によるイン

ターネットの活用は、顧客に対する会社や取扱商

品に関する情報提供といったマーケティングツー

ルとして、あるいは 1995 年頃より本格化してきた

見積もり算出や料率比較を行うといった活用まで

が中心となっている。インターネットで保険の販

売まで完結させるという動きは、たとえば

Progressive,AIG,GEICO など一部の保険会社にとど

まっており、業界全体でみた場合インターネット

の機能をフルに活用しているとはいえない状況で

ある。これまで、保険業界においては証券や銀行

業界に比較してインターネット取引があまり拡大

していないことが指摘されているが、この理由と

しては、一般的には消費者サイドにおいて、イン

ターネット上でやりとりされる個人情報が不当に

第三者にもれることがないのかどうかという個人

情報のセキュリテイの確保の問題があり、保険会



社、代理店サイドにおいては、現在の各州の保険

法がインターネット取引を想定していないために、

不明確の部分があり保険法違反となるリスクを冒

す可能性があるという点が指摘されている。NAIC25

では、1997 年、インターネット取引に関するホワ

イトペーパーを公表した26。このホワイトペーパー

は、インターネットでの保険取引に関して、消費

者に与える問題点と保険会社の募集面での法的問

題点を明らかにしている。また、IIAA では、1999

年、“E-Commerce & Law”と題するレポートを発表

し27、保険業界におけるインターネットの活用状況

と問題点について検討している。これらの報告書

がインターネットでの取引が進展しにくい理由と

して指摘していることを以下に整理した。

まず、第一点として、保険会社自体が既存の販

売チャネルに対する影響を考慮して、積極的には

インターネット取引を導入したがらないという経

営方針の問題がある。従って、インターネット戦

略に関する明確なビジョンをもたない保険会社が

多く、インターネット関連の投資金額も他の金融

業界と比較して少ないという結果となっている。

第二に大きいのはインターネット取引に関してい

くつか保険法上不明確な点が残されているという

問題である。具体的には、帳票類の取扱、電子署

名、保険料送金、無認可募集などの問題である。

以下、順番に整理すると、まず、①帳票類の取

扱の問題がある。電子的にやりとりされる、申込

書、仮契約締結書(Binder)、保険証券、その他異

動承認通知書などは、従来のペーパーベースの帳

票類と法的に同等に取り扱われるのか否か各州の

見解が不統一であるという点があげられる。たと

えばカリフォルニア州についてみてみる。まず、

仮契約締結書については同州は保険証券と同等の

位置づけをしており、保険法上、書面であると定

義している。ただし、仮契約締結書を電子的に送

付することを明確に禁止はしていない。結論的に

は、同州においては、仮契約締結書の電子的送付

は合法的か否か不明確である。証券の発行につい

ては、書面を前提としているが、書面以外の保険

証券を認めるのかどうか不明確である。不更改通

知(Non-renewal notice)は、被保険者の住所あて

に届けるか、郵送することを義務づけており、電

子的送付は認められない。仮契約締結書、保険証

券、不更改通知の取扱については、他州もほぼ同

様な不明確な規定のままとなつている。

次に、②電子署名の問題がある。現在のところ、

いくつかの州では電子署名の有効性を立法化して

いる。ただし、ほとんどは公的文書に関わる署名

のみであり、私的取引に関わる電子署名を立法化

したところは少ない。カリフオルニア州では、

2000 年 1 月 、 統 一 電 子 商 取 引 法 (Uniform

Electronic Transaction Act)を施行しているが、

同法により公的文書だけでなく私的文書や取引に

関わる電子署名が合法化されることとなつた。

次に、③保険料送金の問題である。保険料の電

子的送金について禁止している州はないので、こ

れはむしろ安全かつ電子的に送金を可能とするシ

ステムの構築がはかれるかどうかという保険会社

サイドの問題である。インターネット取引におい

ては、クレジットカードによる支払いも利用され

ているが、取扱手数料の問題もあり必ずしも主要

な支払い方法とはなっていない模様である。

最後に、これは大きな問題であるが、④無認可

募集の問題である。インターネットは全米どの州

からもアクセス可能であるが、保険会社ないし代

理店が募集の免許を持っていない州の消費者にも

保険を販売してしまう可能性があるのである。こ

のようなリスクを避けるために全米で認可取得を

するなどというのは極めて非現実的である。また、

結果として保険の販売までいかなくても、認可を

受けていない州の消費者が保険会社ないし代理店

の保険関連のウエブサイトにアクセスした場合そ

こで保険購入も可能であると誤解してしまう恐れ

があり、当該州の広告規制に抵触する可能性もあ

る。もちろん、このような事態とならないよう、

保険のウェブサイトを立ち上げる保険会社ないし

代理店は、どの州で認可があるのか(どの州の消費

者を対象としているのか)ウエブサイト上で明確に

することにより消費者の無用な混乱を排除させる

ことは不可欠であるが、インターネットの性格上、

完全にこの問題を排除するのは困難なのかもしれ

ない。

以上みてきた通り、インターネットによる保険

募集については、各州の保険法上、不明確な点が

残されており、これまで保険会社サイドとしても

積極的にインターネットでの保険販売に踏み切れ

ない面もあつた。しかしながら、各種商品販売を

始め、証券、銀行等金融商品においてもインター



ネット取引は着実に拡大しつつあり保険だけが例

外とはなりにくい。今後、各州レベルでの法規制

の不明確さが解決されれば、インターネットによ

る保険販売が急速に拡大する可能性は十分にある

と考えられる。

ただし、ここで注意をしておかねばならないこ

とは、インターネット販売がすべて直販につなが

るとは限らないという点である。たとえば、IIAA

は 1999 年 9 月、保険情報専門サイト Insure.com

との提携を発表した。提携内容は、独立代理店の

ウエブサイトにアクセスしてきた消費者が

Insure.com の保険情報サイトにリンクできるとと

もに、逆に、Insure.com にアクセスしてきた消費

者が実際に保険契約手続きを望んだ場合に居住地

域内にある独立代理店を紹介し、そこにアクセス

させるという内容である。すなわち、インター

ネットユーザーは、必ずしも保険会社との直接取

引を望んでいるとはかぎらず、地域の信頼できる

代理店との取引を望む人も少なからずいるのであ

る。

保険会社および代理店双方にとってインター

ネットの活用は顧客満足度の観点から、またライ

バルとの競争力確保の観点から必要不可欠なツー

ルになりつつある。従って、適切なインターネッ

ト戦略の確立と相応な投資(人材と設備)が生き残

りのためのキーワードとなつてくるかもしれない。

Ⅵ．まとめ

以上、米国損害保険個人マーケットにおける募

集チャネルの動向について述べてきた。

最近とみに、銀行、インターネットといつた新

しいチャネルが台頭しつつあるが、今までのとこ

ろは販売の主力は専属代理店と独立代理店であり、

これまで、大多数の米国の消費者は専門知識を

もった地域の保険代理店との対面取引を支持して

きたのである。

一方、保険会社の戦略としては、多様化する消

費者ニーズに応えるべく募集チャネルの多様化を

進めてきた。もはや、純粋なダイレクトライター

と呼べる大手保険会社は State Farm 一社になって

しまったといっても過言ではない。専属代理店、

独立代理店いずれとも取引を行うとともに銀行と

の提携や直販も行うというのが大手保険会社のス

タンダードになりつつある。今後、インターネッ

トによる直販ならびに銀行による保険販売はさら

に伸び、代理店業界としてのシェアは相対的には

減少していく可能性は高いとの見方がある。しか

しながら、中長期的にみた場合、保険という商品

は専門的アドバイスと適切な事故処理が必要であ

ることから、代理店のシェアはそれほど落ち込ま

ないことも十分考えられるのである。無論、どの

ような募集チャネルでもインターネットの活用を

怠れば、多様化かつ高度化する消費者ニーズに応

えられずに、市場での競争力は急速に低下してい

くリスクは十分あろう。
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1 1995 年 8月 8日付けの一面に掲載された記事で、

独立代理店業界のこれまでの歩みの分析と今後の

衰退について予測している。
2 IIAA は、専務理事 Jeffrey Yates 氏の名前で

ウォールストリートジャーナル紙編集長 Ned Crabb

氏に書簡を送付している。1995 年 8 月 16 日付け

の同書簡の中で、独立代理店のトップクラスの平

均事業利益率の高いこと、エージェンシーカンパ

ニーの経費率はダイレクトライターに比して必ず

しも高くはないことをアピールしている。
3 State Farm の個人自動車保険のマーケットシェ

アは、A.M.ベスト社の統計によれば、95年 21.6%、

96 年 21.4%、97 年 20.5%、98 年 19.7%と低下して

きている。
4本節の数値は Best’s  aggregate & Averages 1999

に基づく。
5 Homeowners  Insurance のことで住宅所有者保険

と訳されている。財物と個人賠償責任の両方を担

                                              

保するパッケージ保険。
6 保険が豊富に供給されており、安価で提供されて

いる市場の状態、すなわち買い手市場のこと。
7 保険料が上昇し保険の供給が不足しているマー

ケットの状態。すなわち売り手市場のこと。
8 Risk retention groups(リスク保有グループ )の

こと。米国では、1980 年代半ばの保険危機に対処

するため、多くの業界団体や企業グループが 1986

年損害賠償責任リスク保有法に基づきリスク保有

グループを組織した。リスク保有グループは共通

の利益を持つグループのための賠償責任保険専業

の保険会社として機能する。環境汚染賠償責任保

険または生産物賠償責任保険に的を絞るリスク保

有グループが多い。
9 伝統的保険リスクと金利や為替変動リスク等の金

融商品を統合した商品。Integrated Solution につ

いては、岡崎康雄研究員「バミューダ保険市場」

(安田総研クオータリー31号)に詳しい。
10 Alternative  Risk  Transfer のことで代替的リ

スク移転手法と訳されている。一般的に、企業自

身でリスクを管理する自家保険、新たな金融手法

の活用等、伝統的な保険以外の方法によるリスク

管理を指す。
11 IIAA が 1999 年公表したレポート“Personal

Lines: A Growing Opportunity For Independent

Agents”において、今後の個人分野の保険料の伸

び率について予測している。
12 Combined ratio の訳で、保険料に対する、保険

会社が支払った保険金および経費の割合をいう。

これは保険会社の収益性を示す指標として用いら

れる。
13 米国の個人自動車保険市場は通常、スタンダー

ド市場とノンスタンダード市場に分類される。事

故多発者、若年運転者、自動二輪車などリスクの

高い契約はノンスタンダード市場で扱われている。

コーニング社が 1998 年公表したレポート

“Personal Auto Insurance 1998”によると、

1996 年時点での個人自動車保険市場のうちノンス

タンダード市場のシェアは約 7%であり、近年、拡

大しつつある。1996 年現在、Progressive がノン

スタンダード市場の約 40%を占めている。
14 Directors’ and Officers’ Liability Insurance

の略称であり、取締役および役員賠償責任保険の



                                              

こと。
150wnership of expirations の訳である。通常、

独立代理店と保険会社との代理店委託契約書の中

で明示されている。これは、独立代理店がある保

険会社との代理店委託契約を解除した場合におい

て、当該保険会社扱いとなっている保険契約が満

期を迎えても、当該保険会社は更改案内を顧客に

送付したり、あるいは当該保険会社と取引のある

別の代理店に顧客情報を流してはいけないという

ものである。この満期所有権は独立代理店の権利

を保護するものであり、米国保険業界ではプラク

ティスとして確立している。
16 IIAA が 1996 年独立代理店業界の実体を把握する

ため独立代理店に対するアンケートとヒヤリング

調査を行いまとめたレポート。“Future One

1996”,IIAA.
17 1997 年設立された、オンライン保険モールの最

大手。消費者は各種保険の保険料見積もり比較を

行えると同時に保険の加入手続きも行える。自動

車保険、ホームオーナーズ保険、定期生命保険な

どを扱っており、AIG, Progressive, State Farm

など約 50 の保険会社と提携している。1998 年は約

300 万人の消費者がアクセスし、実際に見積もりを

とった人が 10%おり、 さらに保険契約の締結まで

進んだ人はそのうちの 10% ～20%とみられている。
18 1988 年 11、カリフオルニア州の住民投票で成立

した。これは自動車保険料等の高騰に対抗するた

め、州内の各保険会社に対して 1988 年 11 月から

1989 年 10 月までの間に引き受けられた個人自動

車保険とホームオーナーズ保険について一律 20%の

保険料返戻を命じる内容である。これまで、累計

175 社が総計 13 億ドルを返還しているが完全には

終了していない。
19 State Farm では、Isolation Theory(隔離理論)

とよんでいる。自動車保険１種目だけの契約者が

100 名いた場合、10 年後も契約者として残ってい

る確率はわずか 10 名であり 10%の顧客保有率しか

ない。ところが自動車保険とホームオーナーズ保

険の２種目を販売した場合には、この比率が 62%ま

                                              

で高まり、さらに生命保険まで含めた３種目を販

売した場合には 90%となり顧客の固定化につながる

というものである。
20 PIA が 1995 年発表した報告書 “1995 Research

Series Clusters: Examination ,and Trends and

Considerations ”
21 “ Future One ,  Personal  Insurance

Policyholder Study Final Report August

1998”,IIAA.
22 Gramm-Leach-Bliley Act のこと。1999 年 11 月

12 日、クリントン大統領の署名により成立した。

我が国では金融制度改革法ないし金融サービス現

代化法と訳されている。
23 フロリダ州にある連邦政府から免許を受けた

バーネット銀行が地元の保険代理店を買収して保

険販売を開始したことに対して、州保険庁長官が

違法であるとして提訴した事件。( Barnett  Bank

of Marion County, N.A. v. Nelson, 517U.S.25,

116S.Ct.1103 (1996) )   最高裁の判決は、1864

年連邦法銀行法 92 条に基づき、人口 5000 人未満

の都市にある銀行の支店は保険の販売ができると

いう規定を援用し、保険長官の訴えを斥けるもの

となつた。この判決を契機として、連邦から免許

を受けた銀行か州法により免許を受けた銀行かに

かかわらず、銀行による保険販売の道が実質的に

開かれるようになった。
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25 National Association  of Insurance
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Commissioners  Draft: December9, 1997 ”
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